
ア　結果書名

イ　発行機関 

□有

□無

１　調査名
平成２６年度全国家庭児童調査

□基幹統計調査　■一般統計調査　□地方公共団体が行う統計調査　□業務統計　□その他

２　実施機関名 （国等の機関）厚生労働省

（担当部課及び担当）こども青尐年局子育て支援部管理課

３　目的 ア　調査目的

イ　調査内容 □意識調査　　■実態調査

全国の 18歳未満の児童のいる世帯の状況を把握し、児童福祉行政推進のための基礎資料を得ることを
目的とする。

４　調査対象 (１)調査対象の範囲 全国の18歳未満の児童のいる世帯を対象として、平成２６年度国民生活基礎調査の対象となった
調査単位区から無作為に抽出した360単位区内の18歳未満の児童のいる世帯及びその世帯にいる
小学校５年生から18歳未満までの児童を宠体とする。 

(２)地域的範囲 □全市　■市の一部区域　□その他（　　　　　　　　　　）

５　調査方法 
(１)選定方法 □全数　■無作為抽出　□有意抽出 

(２)選定に使用する名簿等 平成２６年度国民生活基礎調査世帯名簿 

(３)宠体数

全国の18歳未満の児童のいる世帯を対象とし
て、平成２６年度国民生活基礎調査の対象と
なった調査単位区から無作為に抽出した360単位
区内の18歳未満の児童のいる世帯及びその世帯
にいる小学校５年生から18歳未満までの児童

イ　抽出率 該当なし

６　調査頻度
□新規　■継続（開始年次・年度：　　昭和48年度　　　　　　　　） 

(１)調査の周期 □１回限り　□月　□四半期　□半年　□１年　□2年 

□3年　■5年　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

７　調査期日又は期間 平成26年12月1日

８　調査の実施期間
平成26年12月1日～平成26年12月31日

９　調査票 
(１)配布・回収の方法 □郵送等　■調査員　□インターネット　□その他（　　　　　　　　　　　　　） 

(２)記入の方法 ■報告者　■調査員　□その他（　　　　　　　　　　　　　）

10　調査系統 厚生労働省－大阪市－調査員－世帯

11　主な調査事項 保護者用：父母及び保護者の状況、子育てについての不安や悩み及びその相談相手、1カ月にかかる児
童の養育費等
児童用：友達の状況、生活行動の経験の有無、不安や悩み及びその相談相手等

12　公表
□公表　□非公表　□一部公表　■公表予定 

(１)期日
不明 

(２)方法
不明

厚生労働省

ウ
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